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令和元年度奈良県計画に関する 

事後評価 

 

 

 
令和３年１月 

奈良県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）（１）（１）（１）「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無「事後評価の方法」の実行の有無    

 事後評価の実施にあたって、都道府県計画に記載した「事後評価の方法」に記載した事項

について、記載どおりの手続きを行ったかどうかを記載。 

 

☑ 行った（医療分） 

 ・医療分については、令和 2年 3月 2日の医療審議会でその時点までの実施内容

について報告を行った。 

 ☑ 行わなかった（介護分） 

  ・新型コロナウイルスの影響により協議会を開催できなかったため。 

   ※事後評価提出後となるが、令和３年３月開催予定の協議会において報告予定。 

 

 

（２）（２）（２）（２）審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容審議会等で指摘された主な内容    

 事後評価の方法に記載した審議会等の意見を聞いた際に指摘された主な内容を記載する

とともに、内容の末尾に審議会等名とその開催日時を記載すること。なお、主な内容につい

ては、審議会等の議事概要の添付も可とする。 

 

審議会等で指摘された主な内容 

・特になし。 
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２．目標の達成状況 

    

令和元年度奈良県計画に規定した目標を再掲し、令和元年度終了時における目標の達成

状況について記載。 

 

■■■■奈良奈良奈良奈良県全体県全体県全体県全体（目標（目標（目標（目標と計画期間と計画期間と計画期間と計画期間））））    

１．目標１．目標１．目標１．目標    

    奈良県においては、医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、

安心して生活できるよう以下を目標に設定する。 

 

①①①①         地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標    

既に導入済みの情報収集及び指標算出システムを活用し、各病院の医療提供状況等

の分析評価を行うとともに、地域における病院の役割等について関係病院と協議を行

い、病床の機能分化と病院間の連携の強化を図る。 

医療機関の機能分化・連携により、効率的かつ効果的な医療提供体制の構築を図る

ため、病床規模の適正化を伴う施設・設備の整備に対して支援を行う。 

・ 地域医療構想で記載する令和７年度に必要となる医療機能ごとの病床数 

高度急性期 1,275 床 

急性期   4,374 床 

回復期   4,333 床 

慢性期   3,081 床 

・ 各病院の医療機能の強化（指標値の上昇） 

・ 病床数（高度急性期 1,466 床（H28 年度）→1,275 床、急性期 6,997 床（H28  

年度）→4,374 床、回復期 1,997 床（H28 年度）→4,333 床、慢性期 3,194 床 

（H28 年度）→3,081 床）    
  

②②②②     居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標    

奈良県においては、高齢化社会のおとずれや疾病構造が慢性疾患を中心に変化して 

いくことにより、長期にわたる療養や介護を必要とする高齢者の増加が見込まれてお 

り、終末期を含め、在宅で介護や医療サービスを受けることを希望する高齢者も多い 

ことから、円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制構築など、以下に記 

載する医療介護総合確保区域の課題を解決し、高齢者が地域において、安心して生活 

できるようにすることを目標とする。 

 訪問看護の推進を図るため、訪問看護関係者で構成する訪問看護推進協議会を開催 

するとともに、訪問看護を担う人材の育成を図るための研修会を実施することや、訪 

問看護に従事する看護職員を新たに雇用・育成する訪問看護ステーションに対する補 

助を行うことで、看護職員の資質を向上させる。 

 また、大学と病院が連携して、将来県内で在宅看護の業務に従事しようとする者に 

奨学金を貸与し、在宅看護に関する教育プログラムを実施する制度に対して、補助金 
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を交付することにより、将来の在宅人材確保のインセンティブを与える。    

   □ 在宅看取り率の向上 （H29：24.1％→ R2：25.0％） 

□ 在宅療養支援診療所数の向上 （H30.10 末： 162 件→ R2 末： 180 件） 

□ 県内訪問看護ステーション看護職員数の増加（H28：582.4 人→R1：678 人） 

□ 訪問歯科診療件数の増加 （H30：503 件→ R2：600 件） 

□ がん患者在宅死亡割合の増加（H26：16.4％→H30：20.5％） 

 

    ③③③③    介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標        

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期県介護保険事業支援計画等におい

て予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

介護施設等の開設時に必要な準備経費に対して支援を行うことにより、開設時か

ら安定した質の高いサービスを提供するための体制を整備する。 

また、介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備に対して支援を行い、介護療

養病床の減少を促進する。 

併せて、介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備時に介護医療院開設のた

めの準備経費に対して支援を行う。 

 

・認知症高齢者グループホーム               1カ所増 

・小規模多機能型居宅介護事業所              2カ所増 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所         1カ所増 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所            1カ所増 

・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援   2カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援   2カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援 

 1カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 

2カ所 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援     1カ所 

 

 

④④④④ 医療従事者の確保に関する目標医療従事者の確保に関する目標医療従事者の確保に関する目標医療従事者の確保に関する目標 

  以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決することを目標とする。 

  ・医師の偏在を解消するための取組の促進 

  ・医療従事者にとって働きやすい職場環境の整備のための取組を促進 

  ・看護職員の養成、定着促進、離職防止及び復職支援のための取組の促進 

  □ 臨床研修医マッチング者数の高水準の維持（R1：121 人） 

  □ 特定診療科で勤務する医師数（H30：440 人→R2：460 人） 

  □ 医師配置システムによる医師配置・派遣数の増加（H30：29 人→R1：43 人） 
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□ 分娩 1,000件あたりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

（H30：8.9 人→ H31：9.0 人） 

  □ 総合診療専門医新規養成数（H30：６人→R1：６人） 

□ 糖尿病性腎症による新規透析導入患者数の減少 

（H28：197 人→R1（H28～R1平均）：H28 より減少） 

  □ 県内病院新人看護職員離職率（H27：5.8％→R1：4.1％） 

  □ 県内の認定看護師数の増加（H28：186 人→R1：243 人） 

  □ 看護師等養成所運営費補助対象施設卒業生の県内就職率 

   （H27：49.7％→R1：50％以上） 

  □ 県内看護職員就業者数（H28：15,207 人→R1：15,877 人） 

  □ 県内病院看護職員離職率（H27：10.6％→R1：10.3％） 

  □ 病院内保育所設置数（H29：42 施設→R1：42 施設を維持） 

□ 小児科２次救急輪番病院数（H30：13 機関→R1：13 機関を維持） 

□ 小児２次輪番病院の外来患者数（H30：4,876 人→R1：4,500 人） 

□ DMAT チーム数（H30：24チーム→R1：26チーム） 

 

⑤⑤⑤⑤     介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標    

介護現場における人材不足の改善に向け、介護従事者の増加を目標とする。 

県、奈良労働局、県福祉人材センター、介護事業の経営者、職能団体、養成機関、 

教育団体等で構成する協議会において、調査分析や施策の検討などを行い、県、市町 

村、民間団体における様々な取組を推進する。 

(参入促進） 

本県の介護分野の有効求人倍率は 5.03 倍（R2年 6月）と全国平均 4.04 倍を大きく 

上回る状況にある。改善に向け、介護職の仕事の魅力とやりがいを発信するとともに、

きめ細やかな就労斡旋などを実施する。 

  マッチングの機能強化（相談支援の専門員を配置） 

  地域への介護職の魅力発信（講座の開催、インターンシップ、啓発紙の発行など） 

  若者、女性、中高年齢者層に対する介護の基礎的な研修実施（職場体験など） 

  介護職員初任者研修資格取得支援 

  福祉・介護の就職フェアの開催（求人情報や資格取得情報等を提供） 

（資質の向上） 

有資格者に対して資質向上やキャリアアップのための研修やリーダー育成のため 

の研修を行う。また、潜在的有資格者に対しては、離職後のフォローができていない 

ため、再就労につなげるための研修等の実施によるアプローチを行う。 

  介護人材のキャリアアップ研修の実施 

  潜在介護福祉士の再就業支援（講座の開催、啓発パンフレットの作成） 

  認知症サポート医の養成 

  認知症介護、認知症介護指導者研修の実施 
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� 生活支援コーディネーターの養成 

（労働環境・処遇の改善） 

介護職員は、勤務環境や処遇が問題となって離職することが多いことから、離職防 

止のために介護職員と介護事業所双方への支援や働きやすい環境づくりに取り組む。 

  早期離職防止のための OJT 支援 

  雇用管理改善の取組みのためのセミナー開催、相談支援 

  介護ロボット導入や施設内保育施設運営等に対する支援 

 

２．２．２．２．計画期間計画期間計画期間計画期間    

平成31年４月１日～令和２年３月31日 

□□□□奈良奈良奈良奈良県全体県全体県全体県全体（達成状況）（達成状況）（達成状況）（達成状況）    

１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況１）目標の達成状況    

    ①①①①    地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業事業事業事業    

・情報セキュリティ実務担当者向け研修会の開催及び情報セキュリティの診断及び

助言、状況確認を行い、情報セキュリティ体制の構築支援を行った。 

（地域医療・介護連携ICT導入検討事業（医療情報セキュリティ体制構築支援モデ

ル事業）） 

・医療機能強化・規模適正化のために、病病連携研修会を開催し、連携促進のため

の病院間の個別協議や連携協定の締結等に繋げた。 

  （医療機能分化・連携促進事業（病院間連携促進事業）） 

  ・関係者で主体的に開催する連携推進会議の開催及び連携課題の解決に向けた仕組

み構築やルール作りについて有識者及び関係者等へのヒアリングを実施したが、

新型コロナウイルス感染症の影響により開催等は中止となった。 

  （病院連携ネットワーク促進事業） 

②②②② 居宅等における医療の提供に関する居宅等における医療の提供に関する居宅等における医療の提供に関する居宅等における医療の提供に関する事業事業事業事業 

  □ 在宅看取り率の向上 （H29：24.1％→H30：24.4％） 

□ 在宅療養支援診療所数の向上 （H30.10：162件→R2.1：165件） 

□ 訪問歯科診療件数の増加 （H30：503件→R1 見込：600件） 

③③③③    介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業    

・認知症高齢者グループホーム               1カ所増 

・小規模多機能型居宅介護事業所              2カ所増 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所         1カ所増 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所            1カ所増 

・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援   2カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援   2カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援 

 1カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 
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2カ所 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援     1カ所 

④④④④    医療従事者の確保に関する事業医療従事者の確保に関する事業医療従事者の確保に関する事業医療従事者の確保に関する事業    

    □ 臨床研修医マッチング者数の高水準の維持（R1：121 人）    

      □ 医師配置システムによる医師配置・派遣数（R1：51名） 

□ 分娩 1,000 件あたりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数（R1：9.6 人） 

□ 糖尿病性腎症による新規透析導入患者数は増加したため未達成 

（H26～28平均 197 人→H29～R2平均 218 人） 

  □ 県内の認定看護師数の増加（R1：221 人） 

  □ 看護師等養成所運営費補助対象施設卒業生の県内就職率（R1：51.9％） 

  □ 県内看護職員就業者数（H28：15,207 人→R1：15,877 人） 

□ 小児科２次救急輪番病院数 （H30：13 機関→R1：13 機関） 

□ 小児２次輪番病院の外来患者数 （H30：4,876 人→R1：4,877 人） 

□ DMAT チーム数 （H30：24チーム→R1：26チーム） 

⑤介護従事者の確保に関する事業⑤介護従事者の確保に関する事業⑤介護従事者の確保に関する事業⑤介護従事者の確保に関する事業    

（参入促進） 

介護分野の有効求人倍率は依然として高い状況が続いており、職業として選ばれ

にくい状況にある。そのため、福祉・介護職の仕事の魅力とやりがいを発信すると

ともに、きめ細やかな求職者への就労斡旋などを実施し、参入促進を図った。 

 ・マッチング機能の強化 → 相談支援の専門員を配置 5名 

 ・地域への介護の仕事の魅力発信 → 説明会参加者数 3,486人 

 ・若者、女性、中高年齢者層に対する介護の基礎的な研修実施 →職場体験実施 

 ・福祉・介護の地域別就職フェアの開催 → 年3回実施。求人情報や資格取得情

報等を提供 

（資質の向上） 

介護職員に対するキャリアアップやリーダー養成のための研修を実施。また、潜

在的有資格者に対しては、再就労につなげるための研修を行った。さらに、地域包

括ケアシステム構築のため、地域包括支援センター機能強化などの市町村支援や認

知症ケアに携わる人材や生活支援コーディネーター養成のための研修等を実施し

た。 

・介護人材のキャリアアップ研修の実施 → 研修修了者 2,977人 

・潜在介護福祉士の再就業支援 → セミナー参加者数 195人 

・認知症介護指導者研修の実施 → 研修修了者 3人 

（労働環境・処遇の改善） 

介護職員の離職理由として、勤務環境や処遇の問題により離職することも多く、

離職防止のため、介護職員と事業所双方への支援や働きやすい環境づくりの取組を

行った。 

・早期離職防止のためのOJT 支援 → 就業継続相談 
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・雇用管理改善の取組みのためのセミナー開催、相談支援 → 見本市への出展 

・介護ロボット導入や施設内保育施設運営等に対する支援  

→ 介護ロボット 4事業(11台)、施設内保育 4事業所 

 

    ２）見解２）見解２）見解２）見解    

①①①①    地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標    

・病院連携ネットワーク促進事業については、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、関係者で主体的に開催する連携推進会議の開催及び連携課題の解決に向け

た仕組み構築やルール作りができなかったが、引き続き支援を図る。 

②②②②     居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標    

    地域医療構想の実現に向けた居宅等における医療提供体制を構築するための仕

組みづくりが一定程度進んだが、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業

を中止せざるを得ない事業もあった。 

③③③③    介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業介護施設等の整備に関する事業    

地域における医療機能の分化・連携、地域包括ケアシステムを構築するための仕

組みづくりや医療従事者の確保が一定程度進んだ。 

また、県内の要介護・要支援認定者に対する地域密着型サービス施設が増加し、

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築が進んだ。 

④④④④    医療医療医療医療従事者の確保に関する目標従事者の確保に関する目標従事者の確保に関する目標従事者の確保に関する目標    

「県内病院看護職員離職率」等については、翌年度に結果が公表されるため、目

標の達成状況を確認できなかったが、臨床研修医マッチングや医師の配置など、目

標を達成できた。新型コロナウイルス感染症の影響により、事業を中止せざるを得

ない事業もあった 

⑤⑤⑤⑤    介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標    

介護現場における人材不足の改善に向け、介護従事者の増加を目標として、人材

確保対策の施策を進めている。指標については取組中であり、今後も介護従事者の

増加を図る。 

（参考）奈良県介護職員数（介護サービス施設・事業所調査より把握した補正後の数

（厚生労働省提供）） 

    平成 27 年度 21,847 人 

    平成 28 年度 22,245 人 

   平成 29 年度 22,378 人 

３）改善の方向性３）改善の方向性３）改善の方向性３）改善の方向性    

   実績値が確定している事業については、全体的に目標を達成できたが、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により、事業を中止せざるを得ない事業もあったことか

ら、令和２年度以降は感染対策を徹底した上で、事業を行っていく。 

 また、介護人材の確保に向け、多様な人材層に対して、参入促進に向けた様々

な取組を進める。特に「シニア層を対象とした入門的な研修の実施」については、
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R1年度から、介護のお仕事入門事業を実施。介護職場への参入意欲を高めるととも

に、ニーズに応じたきめ細やかなマッチング支援を実施する。また、外国人介護人

材の受入を希望する事業所を対象に、外国人介護人材を受け入れるための支援制度

や組織体制づくりのノウハウ等に関するセミナーを実施し、受入施設の不安や疑問

等を解消し、外国人介護人材の参入を促進する。 

    ４４４４）目標の継続状況）目標の継続状況）目標の継続状況）目標の継続状況    

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている（介護施設整備分以

外）。 

  ☑ 令和元年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない（介護施設整備

分）。 

■奈良・東和・西和・中和・南和（目標と計画期間） 

１．１．１．１．中央中央中央中央区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標    

①①①①    地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業    

奈良県全体の目標と同じ 

 ②②②② 居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標居宅等における医療の提供に関する目標    

  奈良県全体の目標と同じ 

③③③③    介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標介護施設等の整備に関する目標    

奈良県全体の目標と同じ 

③③③③     医療従事者の確保に関する目標医療従事者の確保に関する目標医療従事者の確保に関する目標医療従事者の確保に関する目標 

奈良県全体の目標と同じ 

④④④④  介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標介護従事者の確保に関する目標    

奈良県全体の目標と同じ 

２．２．２．２．計画期間計画期間計画期間計画期間    

令和元年度 

■奈良・東和・西和・中和・南和（達成状況） 

 

１．目標の達成状況１．目標の達成状況１．目標の達成状況１．目標の達成状況    

  奈良県全体の達成状況と同じ 

２．見解２．見解２．見解２．見解    

  奈良県全体の達成状況と同じ 

３．目標の継続状況３．目標の継続状況３．目標の継続状況３．目標の継続状況    

  ☑ 令和元年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている（介護施設整備分以

外）。 

  ☑ 令和元度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない（介護施設整備

分）。  
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３．事業の実施状況 

    

令和元年度奈良県計画に規定した事業について、令和元年度終了時における事業の実施

状況について記載。 

 

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.1】 

地域医療･介護連携 ICT 導入検討事業(医療

情報セキュリティ体制構築支援モデル事業 ) 

【総事業費】 
4,998千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 令和元年７月４日～令和２年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 ICT の発展により医療機関のネットワークが構築されて

いく時代においては、病院内における医療情報セキュリテ

ィ体制の構築の必要性がより増している。 

 県内病院を対象に、情報セキュリティ体制の構築支援を

行うことで、より安全性の高い地域医療ネットワークの基

盤整備を行う。 

アウトカム指標：セキュリティーポリシーの県内病院策定

率を 59％（平成 30 年 11 月現在）から令和 4 年度までに

75％以上にする。 

事業の内容（当初計画） ① 情報セキュリティ実務担当者向け研修会の開催 

② 情報セキュリティの診断及び助言、状況確認 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

① 研修会参加者数 120名 

② 情報セキュリティ診断を行うモデル病院 ３病院 

アウトプット指標（達成

値） 

① 研修会参加者数 113名 

② 情報セキュリティ診断を行うモデル病院 ３病院 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

 モデル病院のセキュリティ診断により、セキュリティの課

題を分析し、そこで得た知見を研修に反映させることで、病

院実務担当者の危機意識を高め、セキュリティポリシーの

策定を促す。 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    
モデル病院のセキュリティの課題を研修に反映させること

で、病院の危機意識を高める。    
（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    
病院実務担当者に対する研修を行うことでセキュリティポ

リシーの策定を促す。    

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.２】 

医療機能分化・連携促進事業（病院間連携促

進事業） 

【総事業費】 
8,226千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想実現に向けた取組として、ポスト２０２５

を見据えた病院・病床規模の適正化、医師・急性期機能の散

在解消につながる医療機能強化・規模適正化が必要。 

アウトカム指標： 

事業の内容（当初計画） 病院間の連携促進支援（病病連携研修会を開催し、連携

促進のための病院間の個別協議や連携協定の締結等に繋げ

る） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

連携マッチング会議の開催 

アウトプット指標（達成

値） 

連携マッチング会議の開催（３事例分） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

 病院間の密な連携が行われることで、各病院の役割分担が

明確となり、医療機能の強化が進むことにより、医療提供体

制の充実が図られる。 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

個別病院ごとに連携方法の検討、連携協議、連携体制の構

築を支援することで、県民にとってよりよい医療提供体制

が図られる。    

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

県内病院間の連携課題とその解決策等を共有し、病院間連

携に向けた機運を醸成する機会を設けることで、病院の自

主的な連携体制の構築等につなげる。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【NO.３】 

病院連携ネットワーク促進事業 

【総事業費】 
746千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 奈良県 
事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の実現に向けて、各病院が「断らない病院」

と「面倒見のいい病院」として機能発揮していくためには、

今後さらなる連携の推進が必要。 

アウトカム指標： 連携課題の解決（現在浮かび上がってい

る連携課題としては、①急性期病院の医療必要度の高い患

者における転院先の不足、②独居老人など福祉的支援の必

要な患者の転院の難しさ 等） 

事業の内容（当初計画） ・課題解決に向けた話し合いのプラットフォーム作り 

・連携ルール作りに際して有識者の会議への参画を支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・関係者で主体的に開催する連携推進会議の定着 

・連携課題の解決に向けた仕組み構築やルール作り、及び

その仕組みやルールの運用実績 

アウトプット指標（達成

値） 

・関係者で主体的に開催する連携推進会議の定着 

 →開催に向け有識者及び関係者等へのヒアリングを実施

したが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止

となった。 

・連携課題の解決に向けた仕組み構築やルール作り、及び

その仕組みやルールの運用実績 

 →仕組みの構築に向け関係病院へのヒアリングを実施し

たが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止と

なった。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

ヒアリングにより把握した病院間の課題や各病院の意見を

もとに、新型コロナウイルス感染症の影響により実施でき

なかった課題解決・連携推進のための意見交換の場を設定

する。また、連携の仕組みやルールをつくり運用する。 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    
病院間が課題を共有し解決することで、地域医療構想推進

に向けた医療機能の分化・連携が進められる。 
（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    
病院間の連携課題を解決することで、急性期から回復、慢性

期、在宅医療への連携が円滑に進み、「断らない病院」と「面

倒見のいい病院」の機能を発揮することに繋がる。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.４】 

在宅医療提供体制確立促進事業 

【総事業費】 
1,759千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 奈良県医師会、奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対応するため、

在宅対応ができる開業医等の確保及びそれを支える多職種

による連携体制の整備を促進する必要がある。 

アウトカム指標： ・在宅看取り率(自宅＋老人ホーム)の向

上：（H28 22.6%）→（R2 25.0%） 

・在宅療養支援診療所数の向上：（H29.11 末 151件）→ （R2.

末 180件） 

事業の内容（当初計画） ・在宅医療提供体制の構築を円滑に図るため、各医療職種

の代表者が参画する「奈良県在宅医療推進会議」において、

各職種間の情報共有と広域的な課題の調整等を協議する。 
・県医師会と協働して、開業医の在宅医療への参入促進策

の検討等を実施し、在宅医療の提供体制の構築に資する事

業を展開する。 
１．奈良県在宅医療推進会議の実施・運営（県） 
内容：➣各医療職種の代表者が参画する全県的な会議体の

実施・運営 
➣各地区医師会単位の在宅医療提供体制の確立・促 

進に対する支援実施  
２．開業医の在宅医療への参入促進策の検討等を通じた提

供体制の構築（県医師会（補助）） 
内容：➣在宅医療に関する連携体制の構築（県医師会内での

在宅医間連絡会の実施）  
➣在宅医療への参入促進事業の実施（在宅医療入門 

研修、在宅医療同行研修等） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・奈良県在宅医療推進会議の実施 １回 

・在宅医間連絡会の実施 計３回 

・在宅医療入門研修等 計２回 

アウトプット指標（達成

値） 

・在宅医療推進会議の開催：１回 

・在宅医間連絡会の実施：計２回 

・在宅医療入門研修等：計２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

在宅看取り率：24.4%（H30）※H30 分が最新 

在宅療養支援診療所数：166件（R2.10.1 時点） 
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（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    
医療職能団体との連携により、全県的な情報共有の

場・検討の場を確立できた 
（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

在宅医療に取り組む医師を増やすには、医師会との

連携が不可欠。全県的な検討の場を設置している県

医師会と、地域に密着した取組を実施している地区

医師会の両方と連携することで最も効果的・効率的

に目的を達成できる。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.５】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費】 
2,636千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域住民や在宅療養者の歯科医療に関するニーズに応える

ため、地域における在宅歯科医療の推進を図る必要がある。 

アウトカム指標：該事業を通じた訪問歯科診療件数（延べ患

者数）600件（H31.3 末値）→650件（R1.3 末目標値）  

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図

るための窓口(在宅歯科医療連携室)を設置し、在宅歯科医療

希望者に訪問医を紹介する事や在宅歯科医療を行う歯科診

療所に在宅歯科医療機器の貸出をする事により、在宅歯科

医療を受ける者や家族等のニーズに応え、地域における在

宅歯科医療の推進及び他分野との連携体制の構築を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

歯科診療機器の貸出件数 350件 周知啓発活動 60 回 

アウトプット指標（達成

値） 

歯科診療機器の貸出件数 358件 周知啓発活動 64 回 

H30 実績(機器の貸出 370 件､啓発 53 回)と比較して、周知

啓発活動数は増加している。また、当初の指標には設定して

いないが、連携室を介した訪問件数は㉙503 件､㉚541 件、

㉛600件と着実に増加している。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

当該事業を通じた訪問歯科診療件数 218件（R2.8 末値） 

歯科診療機器の貸出件数 113件（R2.8 末値） 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    
本事業を実施することにより、在宅歯科医療を希望する

方や家族等のニーズに応えるとともに、地域における在宅

歯科医療の推進及び他分野との連携体制の構築を図ること

ができる。 
（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    
在宅歯科医療の専門知識や豊富な業務実績を有し、県下

全域で事業を展開することができる事業者に在宅歯科医療

連携室の事業を委託することで、効率的に住民や在宅歯科 
医療を希望する方やその家族のニーズに応えると共に、地

域における在宅歯科医療の推進及び他分野との連係体制の

構築を図ることができる。 
また、事業者を選定する際、プロポーザル方式で事業者を

選定しているが、その際に所要額についても選定要件に含

めることで、経済的な効率性にも配慮するようにしている。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【NO.６】 

訪問看護推進事業 

【総事業費】 
1,277千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県、奈良県看護協会 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・今後増加が見込まれる在宅医療ニーズに対応するため、

自宅での療養生活を支える訪問看護の充実が必要。 

・令和 2 年度の介護保険サービス見込量は、平成 26 年度の

約 1.7倍（H26：413,222→R2：709,684（回／年））であり、

これを担う看護職員数の確保が必要。 

アウトカム指標： 

県内訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算）R2：758.1

人（H28：532.7 人） 

事業の内容（当初計画） 訪問看護の推進を図るため、訪問看護関係者で構成する訪

問看護推進協議会を開催するとともに、訪問看護を担う人

材の育成を図るための研修会を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・研修参加者数 125 人／年 

アウトプット指標（達成

値） 

・研修参加者数 171 人／年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

県内訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算） 

観察できなかった理由：調査結果公表が翌年度のため 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

訪問看護に必要な知識・技術の習得を図るための研修を

実施し、訪問看護を担う人材の育成に資することができた。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

    訪問看護師や病院看護師等が研修に参加し、訪問看護に

関わる看護職員が相互に学び資質向上を図ることができ

た。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.１（介護分）】 

奈良県介護施設等整備事業 

【総事業費】 
722,214千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 介護事業者等 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標： ・認知症高齢者グループホーム            1 カ所増 ・小規模多機能型居宅介護事業所           2 カ所増 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      1 カ所増 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       1 カ所増 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         1 カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 2カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            1 カ所 
事業の内容（当初計画） ・地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・介護施設等の開設に必要な準備経費に対して支援を行

う。 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備に対して

支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症高齢者グループホーム            1 カ所増 ・小規模多機能型居宅介護事業所           2 カ所増 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      1 カ所増 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       1 カ所増 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対す
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る支援                                         1 カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 2カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            1 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症高齢者グループホーム            1 カ所増 ・小規模多機能型居宅介護事業所           2 カ所増 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      1 カ所増 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       1 カ所増 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         1 カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 2カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            1 カ所 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標： ・認知症高齢者グループホーム            1 カ所増 ・小規模多機能型居宅介護事業所           2 カ所増 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所      1 カ所増 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所       1 カ所増 ・認知症高齢者グループホーム開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援    2 カ所 ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所開設準備経費に対する支援                                         1 カ所 ・看護小規模多機能型居宅介護事業所開設準備経費に対する支援 2カ所 ・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備支援                                            1 カ所 
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（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

・地域密着型サービス施設等の整備により県内の要介護・

要支援認定者に対する地域密着型サービス事業所数が増加

し、高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

が図られた。 

・特別養護老人ホーム等の開設準備経費に対する支援を行

うことにより、開設時における安定した質の高いサービス

の提供が図られた。 

・介護療養型医療施設の介護施設等への転換整備に対して

支援を行い介護療養病床が減少した。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

    調達方法や手続について行政の手法を紹介することで、

一定の共通認識のもとで施設整備を行い、調達の効率化が

図られた。    
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.７】 

産科医療体制支援事業 

【総事業費】 
14,856千円 

事業の対象となる区域 全区域 
事業の実施主体 県内病院、診療所、助産所 
事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／  ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 現在産婦人科医、新生児科医等は過酷な勤務状況下にあ

り、また、医師数の減少等により分娩を取り扱う医療機関の

減少傾向が続いている。県内の産科医療体制の充実のため

には、これらの医療を担当する医師等の処遇改善を図り、勤

務状況の改善をすすめることにより、参加医療を担う人材

及び分娩取扱医療機関を確保することが必要。 
アウトカム指標： 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 H31：常勤医 67 人 

・分娩 1,000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医

師数 H31:9.0 人 
事業の内容（当初計画） ・地域でお産を支える産科医や助産師、NICU において新生

児を担当する新生児医療担当医に対し、分娩手当や新生児

担当医手当等を支給することにより、これらの医師等の処

遇改善を図る者に対し、補助金を交付する。 

・臨床研修終了後の専門的な研修において産科を選択する

医師に対し、研修手当等を支給することにより将来の産科

医療を担う医師の育成を図る者に対し、補助金を交付。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・手当支給者数 H31 のべ 6,349 人（育成支援事業 29 人、確

保支援事業 5,572 人、新生児科医支援事業 748 人） 

・手当支給施設数 H31 のべ 26 施設（育成支援事業 1 施設、

確保支援事業 23 施設、新生児科医支援事業 2 施設） 

アウトプット指標（達成

値） 

・手当支給者数 R1 のべ 6,167 人（育成支援事業 36 人、確保

支援事業 5,237 人、新生児科医支援事業 894 人） 

・手当支給施設数 R1 のべ 24 施設（育成支援事業 1 施設、確

保支援事業 21 施設、新生児科医支援事業 2 施設） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

・手当支給施設産科･産婦人科医師数 R1 実績:常勤医 76 人 

・分娩 1,000 件あたりの分娩取り扱い医療機関勤務産婦人

科医師数 R1 実績：9.6 人 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

 地域でお産を支える産科医や助産師、NICU において新生

児を担当する医師に対し分娩手当や新生児担当医手当等を

支給することにより、これらの医師等の処遇改善に繋げる。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

 各事業者へ補助申請書類等の提出依頼時に、記載例を同

封するなどし、記載誤りや書類不足等による手戻りを最小

限に留めるよう、効率化に努めた。 



   

20 
 

 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.８】 

小児救急医療体制整備事業  

【総事業費】 
52,663千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 平日夜間や土・日・祝日における小児 2次救急医療の需要

に、奈良県では医療圏毎に小児 2 次救急医療体制を確保で

きないことから、県内を北和・中南和の 2 地区に分けて小児

科標榜病院が他の小児科標榜病院と共同連帯し、当番方式

により小児 2次救急医療を行うことで、地域住民の小児 2次

救急医療を確保しつつ、医療従事者等の負担軽減を図るこ

とが必要。 

アウトカム指標：  

小児科二次救急輪番病院を維持確保（毎夜間・毎休日県内 2

地区（北和・中南和地区）） 

R1 実施医療機関：13 機関（H30 実施医療機関：13 機関） 

事業の内容（当初計画）  小児科標榜病院による小児 2次輪番体制を構築し、輪番

参加病院に対して当番日の診療に必要な人件費の補助を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

補助対象の医療機関数 13機関（H31） 
 

アウトプット指標（達成

値） 

補助対象の医療機関数 13 機関（R1） 

小児輪番病院患者数  6,351 人（R1） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

北和地区・中南和地区の県内 2 地区において、毎夜間・毎休

日の小児科二次救急輪番体制を維持確保することができ

た。 

補助対象医療機関（小児科二次救急輪番実施医療機関）R1 実

績：北和地区 6 機関、中南和地区 7 機関 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

 本事業の実施により、県内全域で小児 2 次救急医療体制

を確保しつつ、当番制で実施することで、医療従事者等の負

担軽減を図ることができた。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

 小児 2 次救急医療体制の確保、医療従事者等の負担軽減

を両立させるうえで、効率的な事業である。関係者会議にお

いても、参加医療機関の会議室を利用するなどして、事務コ

ストの削減を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.９】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費】 
41,397千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 外来患者（入院治療が不要な患者）が二次輪番病院に集中

し、二次輪番体制の維持に支障をきたすため、本事業により

相談窓口を設け、保護者の不安解消や不要な受診を控える

適正な受診誘導を図ることにより、医療従事者等の負担軽

減を図ることが必要。（H16外来患者割合 92.4%） 

アウトカム指標：  

小児二次輪番病院の外来患者数の減 R1:4500 人（H30 年度

実績 4,876 人） 

事業の内容（当初計画）  小児科医のバックアップのもと、専門の看護師が小児救

急患者の家族等からの電話相談に対して、受診の要否や応

急処置の方法などについて助言・アドバイスを行う相談窓

口（#8000）を設置する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

電話相談件数 23,100件（H31） 

 

アウトプット指標（達成

値） 

電話相談件数 24,275件（R1） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 小児科二次輪番病院の外来患者数 R1 実績：4,877 人 受診患者全体に占める外来患者の割合 R1 実績：76.8%（H30 実績：77.5%） 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性     本事業の実施により、小児救急医療機関への不要・不急の受診を抑制し、医療従事者等の負担軽減を図ることができた。 
（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性     利用者にとってメリットがある事業であり、医療従事者等の負担軽減も図ることができることから、効率的な事業であると言える。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１０】 

災害急性期医療体制構築事業 

【総事業費】 
1,502千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 今後発生が予想される地震等の災害発生に備え、DMAT チ

ームをさらに整備するとともに、関係者の研修等を通じ、災

害時医療提供の充実強化を促進することが必要。なお、「医

療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補助金

交付要綱」において、国と合同で実施する訓練や、地方ブロ

ックが実施する訓練に対する補助はあるが、県が単独で独

自に実施する災害医療訓練に対する補助はないため、本事

業での実施が必要。 

アウトカム指標： DMAT チーム数 R1:26チーム（H30:24チ

ーム） 

事業の内容（当初計画）  災害時医療従事者の人材育成・資質向上を図るため、災

害医療関係者等に対する実務的研修及び実動訓練等を実施

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・奈良 DMAT研修（2回） 

・災害医療研修会（1回） 

アウトプット指標（達成

値） 

・奈良 DMAT研修（5/29） 

・災害医療研修会（8/20） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

平成 31年度においては、奈良 DMAT研修を 5月 29日、災

害医療研修会を 8月 20日にそれぞれ実施した。 

アウトカム指標：H31県内の DMATチーム数：26チーム 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

災害医療関係者等に対する実務的研修及び実働訓練等を

実施することで、人材育成・資質向上を図ることができる。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

参加医療機関の会議室を利用し、コスト削減を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１１】 

救急搬送・受入実施基準実施事業 

【総事業費】 
249千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では、中小の民間病院が多く、また医師数の少ない病

院が多い。このため、休日夜間における二次救急病院の勤務

医に過剰な負担がかかっている状況にある。救急医療現場

における問題点や課題の整理を行い、各医療機関の役割分

担等を図ることでスムーズな救急受入体制を強化し、勤務

医の負担を軽減することが必要。 

アウトカム指標： 

重症以上傷病者の搬送事例における照会回数４回以上の割

合を R5 に全国平均（H27:2.7％）以下にする。(奈良県 H28

年実績：6.2％) 

事業の内容（当初計画） 県内医療機関に対し救急患者の受入状況等についてヒア

リングを行う。ヒアリング内容をもとに、救急現場における

問題点等の整理を行い、勤務医の負担軽減に必要な救急医

療体制の改善に向けた検討を救急搬送協議会及び各部会に

おいて実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

検討会の開催 ２回 

アウトプット指標（達成

値） 

検討会の開催６回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

重症以上傷病者の搬送事例における照会回数４回以上の割

合 令和元年中：1.7% 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

 救急現場における問題点等の整理を行い、救急医療体制

の改善（搬送基準改定等）を行うことで勤務医の負担軽減を

図ることができ、有効である。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

 医療機関へのヒアリング等について、他の機会を利用す

ることでコスト削減を図った。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１２】 

糖尿病医療連携支援事業 

【総事業費】 
288千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県立医科大学・奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

奈良県の糖尿病内科の医師数は全国値と比較して少ない

（人口 10 万人あたり医師数 全国＝3.5 人、奈良県＝1.6

人：全国第 46位）。 

また、奈良県の糖尿病専門医数も全国値と比較して少な

く、糖尿病患者が漸増している昨今、専門医１人あたりの負

担は大きい状況（専門医１人あたりの患者数 全国＝575

人、奈良県＝892 人）。 

以上の状況より、奈良県では糖尿病医療の充実及び医師の

負担軽減のため、糖尿病医療に関わる専門人材（糖尿病専門

医）の育成が必要である。 

アウトカム指標：糖尿病性腎症による新規透析導入患者数

の減少 

H26～H28平均：197 人 → H35 時点：減少を目指す。 

事業の内容（当初計画） 奈良県立医科大学糖尿病学講座における専門人材（糖尿

病専門医）の育成を支援。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

糖尿病専門医数 H35 時点：49名 （H30 時点：42名） 

アウトプット指標（達成

値） 

糖尿病専門医育成医師数１名(R1 時点 専門医数：48名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

専門医の育成により、重篤な患者が早期に専門医による治

療を受けられる体制を強化し、糖尿病性腎症による新規透

析導入に至る患者の増加を食い止める。 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

非専門医と専門医が連携して糖尿病患者を早期から診る

ことで、合併症等の重症化予防等、患者の予後改善が見込ま

れる。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

糖尿病を早期に発見し、早期から治療することで、合併症

の発症予防・重症化予防に繋がる。特に一人当たり年間 500

万円以上の医療費がかかる人工透析について、透析治療を

受けている患者の約 40％は糖尿病由来と言われており、早

期から専門的な糖尿病治療に取り組むことで、医療費の適

正化に大いに繋がる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１３】 

医師確保修学資金貸付金 

【総事業費】 
245,311千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域や診療科の医師偏在を解消するためには、地域枠修学

資金制度を活用し、医師が不足する地域や診療科に医師を

誘導することが必要 

アウトカム指標：H31 時点における修学資金貸与者のへき地

医療機関、特定診療科等又は特定専攻課程（※）で勤務する

医師数 43 人 （H30 時点 29 人）  

(※)医師の確保が困難な診療の分野 

事業の内容（当初計画）  医師の確保が困難なへき地等の医療機関や医師の確保が

困難な特定の診療科等（小児科、産科、麻酔科、救急科、総

合診療を実施する科及び救命救急センター）、特定専攻課程

（総合内科分野、児童精神分野）に勤務する医師の養成及び

確保を図るため、資金を貸与。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

修学資金の累計貸与者数 211名（H31 年貸与者数 98名） 

アウトプット指標（達成

値） 

修学資金の累計貸与者数 211名（H31 年貸与者数 98名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：R2 時点における修

学資金貸与者のへき地医療機関、特定診療科等又は特定専

攻課程（※）で勤務する医師数 51 人   

(※)医師の確保が困難な診療の分野 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

・新規修学資金貸与者を 15名確保した。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

・修学資金の貸与を受けた期間の３／２に相当する期間

について、医師が不足する特定の診療科（産科、小児科

など）、へき地等での勤務を義務付けることにより、効

率的に医師が不足する特定の診療科、へき地等で勤務す

る医師の確保を図ることができる。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１４】 

医師配置システムの運営 

【総事業費】 
30,897千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 奈良県・奈良県立医科大学 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・奈良県内の地域間や診療科間の医師偏在を是正するため

には、修学資金貸与医師等を医師が不足する地域や診療科

等に適正に配置できるような医師配置システムを構築し運

営することが必要 

アウトカム指標：H31 医師配置システムによる医師配置・派

遣数 43名 

事業の内容（当初計画） ・県内の医師不足状況や、医師の適正配置、キャリアパス等

の分析・研究を行う地域医療学講座の運営に対し補助を行

う。 

・修学資金貸与医師等のキャリア形成支援、配置案の策定及

び関連する調整業務を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・修学資金の累計貸与者数 211名（H31 年貸与者数 98名） 

アウトプット指標（達成

値） 

・修学資金の累計貸与者数 211名（H31 年貸与者数 98名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：R2 医師配置システ

ムによる医師配置・派遣数 51名 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

・新規修学資金貸与者を 15名確保した。 

・新たに、15名の医師が初期臨床研修を修了し、知事が指

定する県内の医療機関に配置された。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

・昨年度と同額程度のコストで、医師配置システムによる

配置医師数を増加させた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１５】 

医師確保推進事業 

へき地勤務医療従事者確保推進事業 

【総事業費】 
4,738千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・県内で働く医師を確保するため、奈良県で働きたいという

医師を医療機関に紹介する仕組みを設けるとともに、県内

外の医科大学に進学した医学生に対して県内の臨床研修病

院や医師確保事業を PRする必要がある。 

・将来県内のへき地で働く医師を確保するため、県内のへき

地診療所での体験実習を実施し、へき地診療について興味

を深めてもらう必要がある。 

アウトカム指標：臨床研修医マッチング者数の高水準の維

持（H30 123名） 

事業の内容（当初計画） ①ドクターバンク運営事業 

ドクターバンク登録医師の相談窓口を設置し、医師との

面談を行い、公的医療機関へあっせんを行う。 

②地域医療マインド普及事業 

医学生やその保護者に対して、医師確保イベント情報や

県の医療政策、将来奈良県で勤務することを呼びかける冊

子を配布するなど継続的な情報提供を行う。 

③若手医師県内就職推進事業 

奈良県と各臨床研修病院が連携、協議、意見交換及び合同

でプロモーション活動（医学生向けの就職フェアへの出展

及び説明会の開催）を実施することで、県内への就職者数を

増加させる。 

④へき地勤務医療従事者確保推進事業 

全国の医科大学生・看護学生を対象に、奈良県のへき地診

療所で現場勤務を体験し、興味を深めてもらい、将来奈良県

内のへき地で勤務する医療従事者の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

説明会、研修会等の開催回数 4 回 

（レジナビ×2、協議会×2〔合同説明会含む〕） 

アウトプット指標（達成

値） 

説明会、研修会等の開催回数 5 回 

（レジナビ×2、協議会×3〔合同説明会含む〕） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

R1 臨床研修医マッチング者数：121名 
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（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

    ・臨床研修医マッチング率が、新臨床研修制度開始（平

成 16 年）以降全国初のフルマッチとなった。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

            ・・・・昨年度と同額程度のコストで、臨床研修医マッチング

率を増加させた。    

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１６】 

医師確保計画策定事業 

【総事業費】 
3,102千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師確保対策については、二次保健医療圏別、診療科別の人

口 10万人あたり医師数を踏まえ、医師の偏在を解消するた

めの取組を実施しているところ。 

医療法改正（H30.7.25公布 H31.4.1 施行）では、より実効

的な医師確保対策を実施するため、人口あたりの医師数に

加え、客観的な医師偏在指標を踏まえて、平成 31 年度中に

「医師確保計画」を策定することが都道府県に義務づけら

れた。 

アウトカム指標：医師偏在指標を踏まえた「医師確保計画」

の策定 

事業の内容（当初計画） 医師偏在指標を踏まえ、医師の確保方針・確保すべき医師数

の目標・医師の確保に関する施策等を記載した計画を策定。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域医療対策協議会での協議の実施 

アウトプット指標（達成

値） 

地域医療対策協議会での協議の実施（3 回） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

医師偏在指標を踏まえた「医師確保計画」の策定を行った。 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

地域医療関係者間の「協議の場」である地域医療対策協議会

において協議することにより、実効性をもった医師確保計

画の策定につなげることができた。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

療医師確保計画関連データ等による現状分析・課題抽出、提

案書の作成等を業者委託することで、事業の効率性を高め

た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１７】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】 
974,877千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 県内看護師等養成所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

補助を実施することで、看護師等養成所の運営体制の強化

及び教育内容を向上させ、地域社会の変容や疾病構造の変

化、医療の高度化･専門化に対応する高水準の教育を受けた

質の高い看護職員の確保および定着を推進することが必

要。 

アウトカム指標：卒業生の県内就業率 R2：50％以上（H29：

49.5％） 

看護師国家試験合格率の水準維持 R2：98％（H29：98.4％） 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の運営を支援するため、専任教員の配置や

実習経費等の費用に対する補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

事業実施施設数６校７課程／年 

アウトプット指標（達成

値） 

事業実施施設数６校７課程／年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

・県内看護師等学校養成所卒業生の県内就業率 R1：51.9％ 

・看護師国家試験合格率 R1：95.2％ 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

 補助金交付により看護教育の充実を図ることで、医療現

場の多様化・患者の複雑化・医療技術の進歩への対応力を持

つ、質の高い看護職員を養成することができている。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

補助額の算出にあたり卒業生の県内就業率に応じた調整

率を適用することで、養成所卒業生の県内就業を促進する

ことができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１８】 

病院内保育所運営費補助事業 

【総事業費】 
494,110千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 県内病院 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後必要とされる医療従事者を確保するため、離職防止や

復職支援となる育児等のライフステージの変化に対応でき

る環境が求められており、家庭と仕事の両立に向けて、子ど

もを持つ医療従事者が安心して働き続けられる環境の整備

が必要。 

アウトカム指標：県内病院看護職員離職率 R2：10.9％

（H28：12.7％） 

病院内保育所設置数の維持 R2：40 施設

（H30：40 施設） 

事業の内容（当初計画） 医療機関が職員のために運営する病院内保育所の運営経費

に対する補助を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

事業実施病院数 20 病院／年 

アウトプット指標（達成

値） 

事業実施病院数 20 病院／年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

・病院看護職員離職率 R1：10.8％ 

・県内病院内保育所設置数 R1：40 施設 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

子どもを持つ医療従事者の離職防止や復職支援を目的と

した院内保育所の運営費を補助することで、継続勤務が可

能な環境を維持することができている。    

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

24 時間保育や休日保育等の補助額加算項目を設定するこ

とで、夜勤に代表される医療従事者に特有の勤務事情に対

応する保育体制が整備されている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１９】 

ナースセンター機能強化事業 

【総事業費】 
8,347千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県看護協会、奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化・人口減少が進む中、今後必要とされる看護職員

を確保するためには、離職者の円滑な復職が可能となるよ

う、ニーズに合った適切な支援が必要。 

アウトカム指標：県内看護職員就業者数 R2：16,330 人

（H28：15,207 人） 

事業の内容（当初計画） ナースセンターの運営体制を強化し、看護師等免許保持者

の届出制度を活用した復職支援やサテライト相談の実施、

ハローワークとの連携等により看護職員の就業を促進す

る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

サテライト相談実施回数 60 回／年 

アウトプット指標（達成

値） 

サテライト相談実施回数 64 回／年 

事業の有効性・効率性 令和元年度（平成 31 年度）においては、届出制度を活用し

た復職支援やサテライト相談の実施、ハローワークとの連

携等の事業に加え、定年退職予定等の看護職を対象にセカ

ンドキャリア支援研修を実施した。 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

県内看護職員就業者数 

【観察できなかった理由】調査結果の公表が翌年度のため 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

身近な地域でのサテライト相談、ハローワークとの連携等

の支援により、看護職員の就業・定着や復職に資することが

できた。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性 

届出制度の活用や他機関との連携により、積極的に復職を

支援することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２０】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費】 
8,006千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県看護協会、県内病院等 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・医療の高度化・専門化や在宅医療の推進等に対応するた

め、質の高い看護職員の確保・育成を図ることが必要。 

・県内の認定看護師数は看護師数の約 1.2％であり、さらな

る育成が必要。 

アウトカム指標：県内の認定看護師数 R2：250 人 （H29：

199 人） 

事業の内容（当初計画） 看護職員の資質向上を推進するため、実習指導者講習会及

び看護教員継続研修を実施する。また、在宅医療関連分野の

認定看護師教育課程等や奈良県立医科大学が実施する特定

行為研修の受講経費を助成する病院等に対する補助を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修参加者数 190 人／年 

アウトプット指標（達成

値） 

研修参加者数 186 人／年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

県内の認定看護師数 R1：221名 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

実習指導者や看護教員等に対する研修や、認定看護師の

資格取得支援により、質の高い看護職員の育成に資するこ

とができた。    

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

看護職員の研鑽の機会となり、専門性の向上および技術

力の強化を推進し、看護の質向上を図ることが出来た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２１】 

新人看護職員卒後研修事業 

【総事業費】 
108,541千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 県内病院、奈良県看護協会 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・医療の高度化や在院日数の短縮化、医療安全に対する意識

の高まりなど県民のニーズの変化を背景に、臨床実践能力

と看護基礎教育で修得する看護実践能力との間に乖離が生

じ、その乖離が新人看護職員の離職の一因となっているこ

とから、平成 22 年４月より新人看護職員の臨床研修が努力

義務化されたことに伴い、適切な研修実施体制の確保を図

ることが必要。 

・県内病院新人看護職員離職率は、平成 23 年度（3.0％）以

降高い傾向にある。 

アウトカム指標：県内病院新人看護職員離職率 R2：7.6％ 

（H28：8.0％） 

事業の内容（当初計画） 新人看護職員に対しガイドラインに沿った臨床研修を行う

病院に対し、研修の実施に要する経費を補助する。また、各

病院で行う研修を補完するため、多施設合同による集合研

修を行うとともに、適切な研修実施体制の確保を図るため、

研修責任者・教育担当者及び実地指導者に対する研修を実

施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

事業実施病院数 28 病院／年 

アウトプット指標（達成

値） 

事業実施病院数 32 病院／年 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

病院新人看護職員離職率 

観察できなかった理由：調査結果の公表が翌年度のため 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

各病院で行う新人看護職員に対する臨床研修を支援する

ことにより、ガイドラインに沿った研修の推進に資するこ

とができた。    

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

多施設合同の集合研修や、研修責任者等に対する研修を

あわせて実施し、研修体制の充実を図ることができた。    
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２２】 

医療勤務環境改善支援センター事業 

【総事業費】 
2,418千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 奈良県病院協会 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・改正医療法に基づき、医療機関のニーズに応じた総合的・

専門的な支援体制を整備し、医療従事者負担軽減が必要。 

・県内病院看護職員離職率は、平成 23 年度（3.0％）以降高

い傾向にある。 

アウトカム指標：県内病院看護職員離職率 R2：10.9％

（H28：12.7％） 

県内看護職員就業者数  R2：16,330 人（H28：15,207 人） 

事業の内容（当初計画） 医療勤務環境改善支援センターを設置し、アドバイザーに

よる相談対応や研修会の開催等により、医療従事者の勤務

環境の改善に係る取組を行う医療機関に対する支援を行

う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療

機関数 ２施設／年 

・医療機関に対する個別支援等件数 50件／年 

・研修参加者数 120 人／年 

アウトプット指標（達成

値） 

・センターの支援により勤務環境改善計画を策定する医療

機関数 ０施設／年 

・医療機関に対する個別支援等件数 136件／年 

・研修参加者数 125 人／年 

事業の有効性・効率性 令和元年度（平成 31 年度）においては、 

事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

県内病院看護職員離職率 

県内看護職員就業者数 

観察できなかった理由：調査結果の公表が翌年度のため 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

医療機関の勤務環境改善に関する相談支援等を積極的に

申し出ることで、医療従事者の離職防止・定着促進に向けた

取組を推進することができた。    

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

地域の関係機関との連携を図り、専門家によるアドバイ

スや研修会を実施し、医療機関のニーズに応じた支援を行

うことができた。    

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２３】 

地域包括ケアシステムを支える医師確

保事業 

【総事業費】 
672千円 

事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢化が進むと複数の疾病を持つ患者が増加することに

より、幅広い分野の診療を行う総合診療医の養成が必要で

あり、地域包括ケアシステムで重要な役割を果たすことが

期待される。 

アウトカム指標：R１総合診療専門医新規養成数６名 

事業の内容（当初計画） ・総合診療専門医の養成プログラムの専攻医募集のプロモ

ーション、専攻医・指導医に対する研修会の開催及び協議を

通じて各病院の連携を推進することで、総合診療医の養成

及び確保を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・協議会及び研修会の開催数 ３回 

アウトプット指標（達成

値） 

・協議会及び研修会の開催数 ３回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

R２総合診療専門医新規養成数１０名 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

・総合診療領域登録数／全領域登録の割合 全国２位  

（奈良県）１０人／１１５人(８．７％) 

（全 国）２２２人／９，０８２人(２．３％) 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

・総合診療領域における専門研修プログラムを有する基幹

施設６医療機関が協同して、指導医に対する研修会や専攻

医確保に向けた事業に取り組んだ。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２４】 

地域医療対策協議会運営事業 

【総事業費】 
550千円 

事業の対象となる区域 全圏域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療法改正（H30.7.25 公布）により、都道府県における医

師確保対策に係る関係者間の「協議の場」である地域医療対

策協議会の協議事項が決定化された。決定化された協議事

項（自治医大卒医や修学資金の貸与を受けた医師の配置、臨

床研修病院の定員調整 等）について、地域の実情を踏まえ

て協議した上で、本県における医師確保対策を実施する。 

 

アウトカム指標：地域医療対策協議会での協議項目 ４項

目 

事業の内容（当初計画） 県が具体的な医師確保対策等を実施するにあたり、その実

効性を高めるために「協議・調整の場」を設け、医師派遣の

具体的な実施方法や医師養成に関する事項（臨床研修施設

の定員調整、専門医の配置の調整等）について必要な地域医

療施策を定める。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域医療対策協議会の開催回数 ５回 

アウトプット指標（達成

値） 

地域医療対策協議会の開催回数 ５回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：地域医療対策協議

会での協議項目 ４項目 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

地域医療関係者間の「協議の場」である地域医療対策協議会

において、本県における医師確保施策について実効性のあ

る協議ができた。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

関係機関等と連携を図ることで、開催回数、協議項目とも当

初の計画どおり実施することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.25】 

医師患者関係学運営事業 

【総事業費】 
28,500千円 

事業の対象となる区域 全区域 

事業の実施主体 奈良県立医科大学 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

現在の医学教育において、主に慢性期における医師と患

者の間のコミュニケーションに係る教育が体系的になされ

ておらず、医師が現場で問題に直面しても、それぞれ個別に

対応しており、在宅医療の質の向上が図れていない。 

アウトカム指標： 

病を持つ人をケアするこころをもち、病を持つ人の視点

に立って診断、検査、治療を行うような、医師と患者間のコ

ミュニケーション能力の高い医学生を養成  

事業の内容（当初計画） 奈良県立医科大学において、主に慢性疾患における医師

と患者のコミュニケーションを研究する講座を開設し、医

学生に在宅医療の実践的なノウハウを習得させることによ

り、在宅医療に必要な素養を持つ医師を養成 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医師患者関係学講義を１年間で６コマ開催 

アウトプット指標（達成

値） 

医師患者関係学講義を１年間で６コマ開催 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

 R1 年度医師患者関係学講座受講医学生数：112名 

（１）（１）（１）（１）    事業の有効性事業の有効性事業の有効性事業の有効性    

    慢性疾患をはじめとした医師・患者関係を理解するため

の教育を実施し、医師と患者間のコミュニケーション能力

の高い医学生を養成。 

（２）（２）（２）（２）    事業の効率性事業の効率性事業の効率性事業の効率性    

    医学と心理学の専門家が協力して教育にあたり、病と向

き合う患者の心に寄り添う医師を効率的に養成している。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.３（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（介護の仕事理解促進等） 

【総事業費】 
11,498千円 

 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体、奈良県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087

人 

事業の内容（当初計画） ・県又は民間団体による学生向け進学説明会や地域住民へ

の啓発・施設見学会等の実施 

・民間団体による県内企業等の社員向けに研修・相談会の

実施、定年後の再就職先紹介 等 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進取り組み回数  

民間団体実施分：高校等 20回、住民研修等 20回、 

参加者 600人(事業公募)  

県実施分：高校（３回）、参加人数の設定なし 

アウトプット指標（達成

値） 

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進取り組み回数  

民間団体実施分：高校等（73回）、住民研修等 16回、 

参加者 1,877人 

県実施分：高校（19 回）、参加者 391 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進取り組み回数  

民間団体実施分：高校等 20回、住民研修等 20回、 

参加者 600人(事業公募)  

観察できた →高校等 73回、住民研修等 16回、 

参加者 1,877人 

県実施分：高校（３回）、参加人数の設定なし 

観察できた →高校（19 回）、参加者 391 人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 2,268 人が参加し、地域住民や学校の生徒
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に対する介護や介護の仕事の理解が促進された。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 直接実施のほか、民間団体の活動を支援することにより効

率的に事業を実施した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（職場体

験によるボランティア養成、生活支援担

い手の養成研修等） 

【総事業費】 
0千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 若者、女性、高年齢者向けの職場体験事業、介護ボランティア

養成事業や助け合いによる生活支援の担い手養成事業の実施に

かかる経費の支援 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

若者、女性、高年齢者向けの職場体験事業や介護ボランティア

養成事業への参加 150人以上 (事業公募) 

アウトプット指標（達

成値） 

若者、女性、高年齢者向けの職場体験事業や介護ボランティア

養成事業への参加 0人 (事業公募の結果) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

若者、女性、高年齢者向けの職場体験事業や介護ボランティア

養成事業への参加 150 人以上 (事業公募) 

観察できなかった（理由：公募の結果によるもの) 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も継続して事業公募を

行い有効性を検証する。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も継続して事業公募を

行い効率性を検証する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.７（介護分）】 

介護職員初任者研修支援事業 

【総事業費】 
6,102千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体、市町村 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護職員初任者研修の受講修了者 300 人

増加 (応募事業予定人数)によるサービスの質の向上及び介

護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） ・地方公共団体が管内の事業所・施設での一定期間以上の

就労を条件に介護職員初任者研修の受講料を一部助成 

・介護関係の資格等を有しないで県内の事業所・施設に勤

務する職員が介護職員初任者研修（通信講座）を受講した

場合等に当該経費の一部を助成 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護職員初任者研修の受講者数 300人 (事業公募) 

アウトプット指標（達成

値） 

介護職員初任者研修の受講者数  225人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

介護職員初任者研修の受講者数 300人  

観察できた →受講者数：225人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 225 名が介護職員初任者研修に参加し、サ

ービスの質の向上に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 受講料等の一部を助成することにより研修の受講を促進

し、福祉・介護人材の確保を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.８（介護分）】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費】 
23,190千円 

 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
奈良県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標： 

介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 専門員を配置し、事業所における詳細な求人ニーズの把握

と求職者への相談、情報提供等を一体的に実施し、属性に

応じたきめ細やかなマッチングを行う。 

・求人支援：事業所訪問（ニーズ把握、求人開拓）、求職者

情報の提供、地域別就職フェア 

・求職者支援：出張相談、学校訪問、就職ガイダンス、求

人情報の提供、地域別就職フェア 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談窓口の設置及び求人情報提供、キャリア支援専門員の 

常駐 5名派遣 

アウトプット指標（達成

値） 

相談窓口の設置及び求人情報提供、キャリア支援専門員の 

常駐 5名派遣 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

相談窓口の設置及び求人情報提供、キャリア支援専門員の 

常駐 5名派遣 

観察できた →就職者数 142 人（相談者のうち就職者数

の割合が昨年度 7.6％から 10.3％に増加） 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 142 人が就職し、介護従事者が増加した。

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 地域別就職フェアの会場を変更し、参加者が増加した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１０（介護分）】 

介護職員等によるたんの吸引等実施支

援事業 

【総事業費】 
6千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標： 

医療的ケアを実施する介護職員等の増加 100 人 

事業の内容（当初計画） 喀痰吸引等の業務を行う介護職員等に対する研修 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

指導看護師研修 60人及び介護職員等研修受講者 100人 

アウトプット指標（達成

値） 

指導看護師研修 67人及び介護職員等研修受講者 121人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

指導看護師研修 60人及び介護職員等研修受講者 100人 

観察できた →指導看護師研修 67人及び介護職員等研修

受講者 121人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により指導看護師研修 67 人及び介護職員等研修受

講者 121 人を養成し、医療的ケアを実施する介護職員が増

加した。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 委託業務の範囲を拡大し効率化と受講生の利便性の向上

を図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１１（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（研修受

講促進） 

【総事業費】 
11,539千円 

 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：多様な人材層の介護職員等に対する講習・

研修 200人(応募事業予定人数)による資質向上 

事業の内容（当初計画） ・多様な人材層の介護職員等に対する資質向上及びキャリ

アアップに必要な研修や相談支援、プリセプターによる現

場指導研修の実施にかかる経費の支援 

・認知症ケアに携わる人材育成のための研修等の実施にか

かる経費の支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護職員等が参加できる研修等機会の数 200 人参加 (事業

公募) 

アウトプット指標（達成

値） 

・プリセプター参加者数 21 人（14 事業所） 

 計 7,618 時間（１人平均 363 時間） 

・多職種連携会議参加者数 295 人 

・管理者研修参加者数 280 人 

・リスク研修参加者数 55 人 

・地域教育勉強会参加者数 177 人 

・在宅口腔ケア研修 計８回開催、３８４名受講 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

介護職員等が参加できる研修等機会の数 200人参加 

観察できた →参加者数 1,212人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 1,212 人を養成し、介護従事者の資質向上

に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 指導対象の職員の経験や能力に応じてプリセプターの実

施期間を短縮する等を行った。  

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.１２（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（潜在介護福祉士就業促進） 

【総事業費】 
0千円 

(H27基金で実施) 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図

る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087

人 

事業の内容（当初計画） 未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の

再取得のための研修や就職のための相談支援等の実施にか

かる経費の支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の

再取得のための研修や就職のための相談支援人数 80人 

(事業公募) 

アウトプット指標（達成

値） 

未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の

再取得のための研修や就職のための相談支援人数  

研修受講者数 234人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

未就業の介護福祉士に対する介護サービスの知識や技術の

再取得のための研修や就職のための相談支援人数 80人 

観察できた →研修受講者数 234人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 234 人を養成し、介護従事者の増加に繋が

った。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体の活動を支援することにより潜在介護福祉士の

掘り起こしを図った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.13（介護分）】 

認知症初期集中支援等強化事業 

【総事業費】 
13千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援チーム員及び認知症

地域支援推進員の資質向上に係る研修各１回 

事業の内容（当初計画） ● 認知症初期集中支援チーム員フォローアップ研修 

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築す

ることを目的に市町村が配置する「認知症初期集中支援チ

ーム員」を対象とした、支援対象者へのアセスメント等の

フォローアップ研修を実施する。 

● 認知症地域支援推進員フォローアップ研修 

医療、介護及び地域の支援機関をつなぐ支援や、認知症

の人やその家族を支援する相談業務等を行う認知症地域支

援推進員を対象に、地域の実情に応じた支援体制構築等の

フォローアップ研修を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援推進員研

修の実施 各１回実施 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症初期集中支援チーム員フォローアップ研修・認知

症地域支援推進員フォローアップ研修の実施  

 認知症地域支援推進員フォローアップ研修 

１回実施 ３５名参加 

 認知症初期集中支援チーム員フォローアップ研修 

  （新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため中止） 

事業の有効性・効率性 令和元年度においては、平成 30 年度に引き続き、平成 29

年度までに養成したチーム員や推進員の活動充実を図るこ

とを目的としたフォローアップ研修を実施した。 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

   市町村が認知症総合支援事業に取り組むための体制

が整備され、認知症の人が安心して住み慣れた地域

で暮らし続ける体制の構築に寄与する。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

            認知症に関する専門知識を有する人材が県内市町村

に配置され、認知症の早期発見、早期対応が可能とな

ることで、重度化の防止や困難事例の軽減に資する。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１４（介護分）】 

認知症にかかる医療体制の充実強化事業 

【総事業費】 
2,796千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
奈良県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：認知症初期集中支援のしくみづくり及び認知

症患者対応医や病院医療従事者の増加  

H30年度末 かかりつけ医 704人、認知症サポート医 103人 

事業の内容（当初計画） かかりつけ医認知症対応力向上研修 

認知症サポート医養成研修   

認知症サポート医フォローアップ研修  

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 等 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

認知症サポート医研修や病院勤務医療従事者向け認知症対応力

向上研修等の実施 7事業 

アウトプット指標（達

成値） 

認知症サポート医研修や病院勤務医療従事者向け認知症対応力

向上研修等の実施 7事業 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

認知症サポート医研修や病院勤務医療従事者向け認知症対応力

向上研修等の実施 7事業 

観察できた →実施事業数 7事業 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により令和元年度末時点で計 2,304人を養成し、認知

症対応介護サービスの技術向上及び技術習得者の増加に繋がっ

た。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間事業者に委託することにより効率的に事業を実施した。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１５（介護分）】 

認知症介護専門職支援及び指導者養成事

業 

【総事業費】 
1,348千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
奈良県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：認知症対応介護サービスの技術向上及び技術

習得者の増加 

300人(予定受講修了者) 

事業の内容（当初計画） 認知症対応研修により介護サービスの技術向上及び技術習得者

の増加を図るとともに、認知症介護指導者を養成する。 

認知症介護指導者フォローアップ研修の実施  募集定員 2人 

認知症対応型サービス事業開設者研修の実施  募集定員 20人 

認知症対応型サービス事業管理者研修の実施 募集定員 100

人 

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修の実施 募集定

員 20人 

認知症介護基礎研修の複数回実施 1 回当たり募集定員 90人 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

認知症対応研修の実施 5事業 応募受講者 300人(予定) 

アウトプット指標（達

成値） 

認知症対応研修の実施 5事業 応募受講者 192人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

認知症対応研修の実施 5事業 応募受講者 300人(予定) 

観察できた →応募受講者 192人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 192人を養成し、認知症対応介護サービスの技

術向上及び技術習得者等の増加に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間事業者に委託することにより効率的に事業を実施した。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.16（介護分）】 

地域包括支援センター機能強化及び地域ケ

ア会議等推進事業 

【総事業費】 
799千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 奈良県 

事業の期間 平成 31 年４月１日～令和２年３月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

アウトカム指標：地域包括支援センターの機能強化と運営

充実への支援 

62ヶ所（のべ 323 人）に運営強化支援 

事業の内容（当初計画） ● 地域包括支援センター及び市町村担当課の新任者に対 

する研修の実施 

   45 人×1 回開催＝45 人参加 

● 地域包括ケア保健師ネットワーク推進事業（協働連携 

会議・研修等） 

20 人×9 回研修会・検討会開催＝180 人参加、全体

会 

議等 62 人参加 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

広域的連携・多職種協働による業務・活動評価の実施及び

効果的研修の実施３事業 参加 323 人 

アウトプット指標（達成

値） 

地域包括支援センター新任職員研修 参加４８人 

 

事業の有効性・効率性 令和元年度においては、平成 30 年度に引き続き、自立支

援に資するケアマネジメントのあり方に関する内容等の研

修を実施した。 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

   自立支援の視点を持った地域包括支援センター職員

が育成されることにより、効果的な介護予防ケアマ

ネジメントが行われる等地域包括ケアシステムの構

築と深化に寄与する。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

            効果的な介護予防ケアマネジメントを実践すること

で、高齢者の自立支援や重度化防止に資することで

QOL の向上及び認定率の維持・低下が期待できる

等、介護保険制度の効果的な運営に資する。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１８（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（生活支援コーディネーター） 

【総事業費】 
251千円 

 事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体・市町村 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：生活支援コーディネーターの増加及び質の向

上 

事業の内容（当初計

画） 

民間団体等が実施する生活支援コーディネーター養成等の研修

に対して支援(公募) 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

生活支援コーディネーター養成等研修の実施 

アウトプット指標（達

成値） 

生活支援コーディネーター養成等研修の実施 

 研修会３回（参加者 100 人） セミナー1 回（参加者 69 人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

生活支援コーディネーター養成等研修の実施 

観察できた →研修会３回（参加者 100 人） 

 セミナー1 回（参加者 69 人） 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 169 人を養成し、生活支援コーディネーターが

増加した。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体に対し経費の一部を助成することにより生活支援コ

ーディネーターの育成・確保に繋がった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.２０（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（OT等指導者育成） 

【総事業費】 
115千円 事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：OT等指導者の育成・確保  

事業の内容（当初計

画） 

・リハビリテーション関連団体の行う次の取り組み対して支援 

・地域包括ケアシステムへの OT、PT、STの関わりについて研

修実施 

・地域包括ケアシステムに関わる OT、PT、STの情報把握 

・多職種連携会議の開催等 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

OT等指導者育成のための研修の実施 5回 150人参加 (事業公

募) 

アウトプット指標（達

成値） 

OT等指導者育成のための研修の実施 ９回 187 人参加 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

OT等指導者育成のための研修の実施 5回 150人参加 (事業公

募) 

観察できた →９回 187 人参加 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 187 人を養成し、OT等指導者が育成された。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体に対し経費の一部を助成することにより OT 等指導

者の育成・確保に繋がった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２４（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（施設内

保育施設運営支援事業） 

【総事業費】 
2,124千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：1事業所(応募予定事業所数)への保育施設運営

費の支援による労務環境改善及び介護従事者（常勤換算）の増

加 年 1,087人 

事業の内容（当初計画） 事業所内保育施設設置・運営等支援助成金の対象とならない事

業所内保育施設への運営費の支援 1法人 (事業公募) 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

支援法人数 1法人 (事業公募) 

アウトプット指標（達

成値） 

支援法人数 1法人  

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

支援法人数 1法人 (事業公募) 

観察できた →支援法人数 1法人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 1法人を支援し、介護従事者の労務環境が改善

された。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体に対し経費の一部を助成することにより介護従事者

の労務環境が改善された。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２５（介護分）】 

介護キャリア段位制度普及促進事業 

【総事業費】 
160千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：アセッサー（評価者）養成 15 名増加(応募予

定人数)による資質の向上及び介護キャリア段位制度普及促進

による介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087人 

事業の内容（当初計画） 介護キャリア段位制度におけるアセッサー講習を受講させるた

めに事業所が負担した受講料に対する支援 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

アセッサー講習の受講者の数 15名 (事業公募) 

アウトプット指標（達

成値） 

アセッサー講習の受講者の数 8名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

アセッサー講習の受講者の数 15名 (事業公募) 

観察できた →受講者数 8名 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 8名を養成し、介護従事者の資質向上及び増加

に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 近年の養成数を鑑み、令和元年度をもって事業終了とした。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２６（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（地域包括ケアシステムを支える介護事

業所等支援） 

【総事業費】 
0千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：在宅介護・療養の推進及び訪問看護師等、介

護事業所職員（常勤換算）の増加 年 1,087人 

事業の内容（当初計画） ・地域包括ケアシステムの要となる基幹的介護事業所の管理者

等による他の事業所管理者に対する人材確保（雇用）・育成

（従業者研修）及び利用調整、サービス提供体制の基盤強化の

ための事業所運営(経営)に関する相談等への支援（事業公募） 

・勤務環境改善を支援する各種取組みを助成(事業公募) 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

支援事業数、研修受講者数及び地域において基幹的役割を果た

す事業所数、勤務環境改善を支援する取り組み数 

1事業 (勤務環境改善を支援する介護ロボット出展） 

アウトプット指標（達

成値） 

支援事業数、研修受講者数及び地域において基幹的役割を果た

す事業所数、勤務環境改善を支援する取り組み数 

0事業（公募の結果） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

支援事業数、研修受講者数及び地域において基幹的役割を果た

す事業所数、勤務環境改善を支援する取り組み数 

1事業 (勤務環境改善を支援する介護ロボット出展） 

観察できなかった（理由：公募の結果によるもの） 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も継続して事業公募を

行い有効性を検証する。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も継続して事業公募を

行い効率性を検証する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２７（介護分）】 

認知症介護指導者研修に係る負担軽減事

業 

【総事業費】 
0千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：経費負担による認知症介護指導者養成 5人(応

募予定人数)によるサービスの質の向上及び介護キャリア段位

制度普及促進による介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087

人 

事業の内容（当初計画） 認知症介護指導者研修中の代替職員の確保に係る経費を助成す

ることにより負担軽減し、認知症介護指導者研修を受講し易く

する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

認知症介護指導者研修の受講者数の増加 5人(募集定員) 

アウトプット指標（達

成値） 

認知症介護指導者研修の受講者数の増加 4人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

認知症介護指導者研修の受講者数の増加 5人(募集定員) 

観察できた →4 人（ただし受講者の所属法人から本事業に

係る補助要望がなかったため、事業執行額は 0円） 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も事業は継続し有効性

を検証する。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も事業は継続し効率性

を検証する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２８（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業 

（各種研修に係る代替要員の確保対策） 

【総事業費】 
2,000千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：各種研修受講 20 人(応募事業予定人数)によ

る資質の向上、サービスの質の向上及び介護キャリア段位制度

普及促進による介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087人 

事業の内容（当初計画） 各種研修中の代替職員の確保に係る経費を助成することにより

負担軽減し、各種研修を受講し易くする。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

各種研修の受講者数の増加 20人(事業公募) 

アウトプット指標（達

成値） 

各種研修の受講者数の増加 25人以上 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

各種研修の受講者数の増加 20人(事業公募) 

観察できた →受講者数の増加 25 人以上 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により受講者数が 25 人以上増加し、資質の向上等に

繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体の活動を支援することにより効率的に事業を実施し

た。  

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.２９（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（介護事

業所等におけるインターンシップ等の導

入促進） 

【総事業費】 
1,322千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 大学生等のインターンシップ導入促進事業を実施する介護事業

所や訪問看護ステーションに対する当該事業にかかる経費の助

成 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

受入大学生等  20人 

アウトプット指標（達

成値） 

受入大学生等  35人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

受入大学生等 20人 

観察できた →受入大学生等  35人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

参加した学生が実体験により多職種連携の重要性や在宅療養

者に対するトータルケアを学ぶことができ、また、将来の就業

意欲が醸成された。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

大学等の教員に周知することで、当該事業について学生に広

く周知することができた。    

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３０（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（ボラン

ティアセンターとシルバー人材センター

等の連携強化） 

【総事業費】 
0千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 社会活動（ボランティア）を通じて介護分野に関心を持った中

高年齢者の就労を促進するため、関係者と連携し地域の実情に

応じた取組を推進する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

各種セミナーの受講者数の増加 150人(事業公募) 

アウトプット指標（達

成値） 

各種セミナーの受講者数の増加 0人(事業公募の結果) 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

各種セミナーの受講者数の増加 150人(事業公募) 

観察できなかった(理由：公募の結果によるもの) 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も事業は継続し有効性

を検証する。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 今年度は対象事業がなかったが、今後も事業は継続し効率性

を検証する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３１（介護分）】 

シニア世代の介護のお仕事入門事業 

【総事業費】 
1,690千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
奈良県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 元気なシニアや地域住民を対象に、介護に関する入門的研修を

実施し、介護分野に関心を持った人材の就労を促進するため、

関係者と連携したマッチングの取組を推進する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

入門的研修等の受講者数の増加 130人 

アウトプット指標（達

成値） 

入門的研修等の受講者数の増加 34人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

入門的研修等の受講者数の増加 130人 

観察できた  →入門的研修等の受講者数の増加 34人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 34人を養成し、介護従事者の増加に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 今後も事業を継続し、効率性を検証する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３２（介護分）】 

外国人留学生受入支援事業 

【総事業費】 
1,494千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
奈良県、民間団体 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 将来県内で介護業務に就こうとする外国人留学生を修学資金の

貸与により支援する法人に対し、その支援に要する資金の一部

を県が貸与する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

支援法人数の増加 4法人 

アウトプット指標（達

成値） 

支援法人数の増加 1法人（2名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

支援法人数の増加 4法人 

観察できた  →支援法人数の増加 1法人（2人） 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 1 法人（2 人）を支援し、介護従事者の確保に

繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 今後も事業を継続し、効率性を検証する。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３３（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（出前研

修） 

【総事業費】 
767千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 外国人技能実習生の安定雇用と質向上のため、介護技術研修を

実施。技能実習生が技能検定を合格することで継続実習につな

げる。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

研修受講者数 70名（事業公募） 

アウトプット指標（達

成値） 

研修受講者数 73名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

研修受講者数 70名（事業公募）  

観察できた →研修受講者数 73名 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 73 人が研修を受講し、外国人技能実習生の安

定雇用と質の向上に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体に対し経費の一部を助成することにより外国人技能

実習生の安定雇用と質の向上に繋がった。 

その他  

  



   

63 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３４（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（ICT導

入支援事業） 

【総事業費】 
600千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 介護分野における ICT化を推進するため、ICTを活用して介

護記録から請求業務までが一気通貫になり、介護職員の業務負

担を軽減することを目的に、介護ソフト及びタブレット端末等

を導入する介護事業所を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

ICT導入を進める施設・事業所 6法人(事業公募) 

アウトプット指標（達

成値） 

ICT導入を進める施設・事業所 1法人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

ICT導入を進める施設・事業所 6法人(事業公募) 

観察できた →ICT導入を進める施設・事業所 1法人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により 1法人が ICTを導入し、介護職員の業務負担を

軽減に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体に対し経費の一部を助成することにより ICT 化が

推進され、介護職員の業務負担を軽減に繋がった。 

その他  

  



   

64 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.３５（介護分）】 

介護人材確保対策推進補助事業（若年世

代の参入促進事業） 

【総事業費】 
531千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 
民間団体 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護従事者（常勤換算）の増加 年 1,087 人 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成施設の職員が日本語学校を訪問し、外国人若年

者に介護の魅力や介護福祉士になるための道筋を説明する。ま

た、介護福祉士を目指す外国人留学生が日本に定着するよう、

日本文化に触れながら日本語学習に取り組めることを目的とし

た課外授業を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

日本語学校での説明会 5回 

課外授業 参加者 10人 

アウトプット指標（達

成値） 

日本語学校での説明会 5回 

課外授業 参加者 12人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

日本語学校での説明会 5回  課外授業 参加者 10人 

観察できた →学校説明会 5回、課外授業参加者 12人 

（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性（１）事業の有効性    

 本事業により将来の外国人介護人材の確保に繋がった。 

（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性（２）事業の効率性    

 民間団体に対し経費の一部を助成することにより将来の外国

人介護人材の確保に繋がった。 

その他  

 

 


